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は じ め に                 

  

　国際化が進展しつつある中，国内外の日本語学習者の増加や多様な学

習需要に対応し，日本語教員の活躍する場も現在多様化している。

　日本語教員の養成は，昭和６０年に文部省の日本語教育施策の推進に

関する調査研究会報告「日本語教員の養成等について」において示され

た「日本語教員養成のための標準的な教育内容」を基本的な指針として

進められてきたが，日本語学習者の多様な学習需要や日本語教育を取り

巻く状況を踏まえたとき，その内容の改善等の必要性が指摘されている。

　このような状況に鑑み，本協力者会議では，日本語教員の資質向上と

その養成に関し一層の改善を図るため，教育内容の意義や在り方につい

て幅広い観点から議論を行い，その結果を「日本語教育のための教員養

成について」として報告をまとめた。

  今後，この提言の実現に向けた取組が行われ，日本語教育の一層の振

興が図られることを期待したい。



Ⅰ　日本語教員養成の教育内容について

１　日本語教員養成における教育内容の現状と課題

（１）日本語教員養成と教育内容の現状について

    ①　国内における日本語教員養成と教育内容

　日本語を母語としない者を対象とする日本語教育のための教員を養成

する課程・コース等は，国内では平成１０年１１月現在，国公私立の大

学学部では１５５，同じく大学院では２５，短期大学では３７，大学以

外の一般の日本語教員養成機関では１６７が設けられている（文化庁国

語課調査）。また，国内において日本語教員養成に携わる教員数は，平

成１０年においては２，８５２人，課程・コース等の受講者総数は２９，

２８９人となっている。

　また，平成元年から平成１０年までの推移を見ると，課程・コース数

は１２１から３８４（３．２倍）に，教員数は１，４８９人から２，８

５２人（１．９倍）に，受講者数は９，２７２人から２９，２８９人

（３．２倍）にそれぞれ増加している。

　このように受講者数の増加がみられる一方で，養成課程・コース等を

修了した日本語教員の活躍する場も現在多様化している。従来からの大

学における留学生や日本語教育施設における就学生に対する予備教育と

しての日本語教育のみならず，外国人研修生や地域において居住する成

人外国人，外国人児童生徒など，多様な学習者に対しての日本語教育が

行われるようになってきている。

　一方，これまで日本語教員養成を進めるに当たっての基本的な方針と

されていたものに，昭和６０年５月に文部省の日本語教育施策の推進に

関する調査研究会から出された報告「日本語教員の養成等について」が

ある。



　この報告では，国内外の日本語学習者の増加への対応，特に我が国へ

の留学生の着実な増加が予想され，留学生が日本語学習者総数の増加の

重要な要因になると予想された昭和６０年の当時において，将来の目安

として国内において必要となる日本語教員数を試算し，それに対応した

日本語教員養成の量的・質的な整備・充実を図ることを提言している。

　報告では，日本語教員養成における教育内容・水準の基本が明確にさ

れていない状況における改善方策として，教育内容の指針とされる枠組

みとして，「日本語教員養成のための標準的な教育内容」（以下「標準

的な教育内容」という。）を示している。この「標準的な教育内容」が

示されて以来，大学等の大部分の日本語教員養成課程においては，この

枠組みによる区分に対応した内容の教育が行われてきた。

②　海外における日本語教員養成

　海外における日本語教員数は，平成１０年で２７，４２８人（仮集計

値）となっており，５年前の平成５年調査の２１，０３４人と比べ１．

３倍に増加している（国際交流基金調査）。

　海外における日本語教員の養成は，母国の大学等で日本語を学び，当

該国の教員免許を取得して教壇に立つケースが多いが，日本国内の養成

課程で学んだり，関連領域で学位を取得した留学生が帰国して母国の日

本語教員になっている場合もある。また，国際交流基金日本語国際セン

ターや国際協力事業団等においては，海外における日本語教員を対象と

した研修が実施されている。



（２）日本語教員養成の教育内容の課題について

　昭和６０年に上記の報告が出され，日本語教員養成が着実に推進されて

きた現在，日本語教員養成における最も大きな問題として，「標準的な教

育内容」に示された主専攻・副専攻の区分やそこに掲げられている教育事

項が，現在の日本語教育において求められている課題に対して，次に述べ

るように適切に対応したものとなっていないことがあげられる。

　まず，第一点として，日本語教育の内容については，昭和６０年以降の

社会状況の変化や日本語教育学をはじめとした関係学問の成果を踏まえ，

例えば社会言語学やコミュニケーション学，情報メディアの活用などに関

する教育内容を取り入れたり，実践的な教育能力の育成を図るなど，日本

語学習者の多様な学習需要に適切に対応した教育内容へと改善を図ってい

くことを検討する必要に迫られている。

　次に，第二点として，「標準的な教育内容」により日本語教員養成課程

が整備されてきたことは，各日本語教員養成機関がそれぞれの持つ日本語

教員養成の理念や目的に沿った課程を整備しようとするとき，「標準的な

教育内容」が硬直的な指針として受け止められ，各養成機関の創意工夫に

よった教育課程を編成する上での制約になっている嫌いがあると指摘され

ている。

　前述したような日本語学習者の学習需要の多様化や日本語教員養成課程

修了者の活躍の場の拡大が見られる現在，大学等の創意工夫による多様な

コース設定を図り，例えば海外において日本語教員として活躍することを

希望する者や日本語教育専攻の留学生を対象としたコースを設けることな

どが求められるようになってきている。

　大学審議会答申「２１世紀の大学像と今後の改革方策について―競争的

環境の中で個性が輝く大学―」（平成１０年１０月）においても，今後各



大学は自主性・自律性を高め，個性や特色を発揮していくことが提言され

ている。

　このような大学改革の動向も踏まえ，昭和６０年に出された「標準的な

教育内容」が，上記のような問題を抱えるようになったことに照らした場

合，日本語教員養成においては，「標準的な教育内容」の意義や在り方を

見直すことが必要になってきている。

２　日本語教員養成における教育内容について

（１）日本語教員養成機関における教育課程編成の基本的な在り方

　昭和６０年の「標準的な教育内容」との関連で，現在の大学等の日本語

教育課程編成の実態を見たとき，大部分の日本語教員養成課程では，昭和

６０年の「標準的な教育内容」をそのまま適用するのではなく，単位の読

み替えをしながら活用している場合が多くなっている。

　このことは，主専攻・副専攻の区分や標準単位数にこだわらない方が各

大学等の教育目的の現状とも合致しており，大学等が多様な学習需要に応

えた教育をしようとする場合に，このような制約を課すことの必要性が乏

しくなってきていることを示すものと考えられる。

　むしろ，標準単位数を示すことや主専攻・副専攻という区分よりも，日

本語教員として実際に教育活動に臨むに当たって，基礎的に身に付けてお

くべき内容，日本語教授法など必須の内容，学習者の属性に応じて選択的

に習得すべき内容などを明確にしておくことが必要であると言えよう。

　以上，述べてきたような状況を踏まえたとき，教育課程編成の基本的な

在り方としては，次のような方針が適当であると考える。

　　①　日本語教育における現代的な課題や日本語学習者の学習需要の多様化

　　　に対応し，今後の日本語教員養成における教育内容として，画一的な　



　　　「標準的な教育内容」ではなく，「基礎から応用に至る選択可能な教育

　　　内容」を示すことを基本とする。したがって，それぞれの日本語教育機

　　　関においては，そこに示された教育内容を基に，教育目的や学習者のレ

　　　ベル等の属性に応じていろいろな組み合わせをし教育課程が編成できる

　　　ようにするものである。

　　②　各養成機関においてどのような教育課程を編成するかは，今回新たに

　　　示す教育内容を参考としてそれぞれの日本語教員養成機関の自主的な判

　　　断に委ねようとするものである。したがって，教育課程編成に際しての

　　　枠組みとなる標準単位数や，従来設けられていた主専攻・副専攻の区分

　　　は設けず，今後は，各大学等の教育目的がより一層実現しやすいように

　　　するものである。

　各日本語教員養成機関においては，この教育内容を参考とし，適切な教

育課程の編成を図っていくことが望まれる。

　なお，その際，特定の先端的な分野や特化した分野だけに力点を置くこ

となく，日本語教員として基本的に必要とされる内容や各項目相互の関連

性についても十分に考慮する必要がある。また，日本語教員としての実践

的な教育能力を習得させるために，教育実習が極めて重要であることに特

に留意しなければならない。

　さらに，大学の日本語教員養成に係る教育課程の在り方としては，各大

学の創意工夫によって，日本語教育と関連する他の領域についても履修す

る次のような専攻・コースの在り方も考えられる。

　①　国内において日本語指導が必要な外国人児童生徒が，また，海外に

　　おいては初等中等教育機関における日本語学習者が増加している状況

　　を踏まえ，国語，外国語，社会などに関する初等中等教員免許取得に



　　必要な科目と日本語教員養成に係る科目とを組み合わせ，共通に履修

　　させる横断的な教育課程編成

　②　外国人に対する日本語教育や初等中等教育における国語教育，外国

　　語教育を包含したより包括的な言語教育専攻

　③　国際化が進展し，互いに異なる言語・文化を有する者との異文化間

　　接触が増大する中で，これからの日本語教員にますます求められる異

　　文化適応能力の基盤となる異文化心理学や対人コミュニケーションな

　　どの主要科目と日本語教育の関連科目を包含するコミュニケーション

　　教育専攻

（２）日本語教員養成の新たな教育内容

①　日本語教員として望まれる資質・能力

    今後の日本語教員養成における新たな教育内容を提示するに当たって，

　日本語教員に求められる資質・能力として，次のような点が重要である

　と考える。

  ア　日本語教員としての基本的な資質・能力について

　日本語教員として望まれる資質・能力として，まず基本となるのは，

日本語教員自身が日本語を正確に理解し的確に運用できる能力を持っ

ていることである。

　その上で，これからの日本語教員の資質・能力として，次のような

点が大切であると考える。

（ア）言語教育者として必要とされる学習者に対する実践的なコミュ

　　ニケーション能力を有していること。

（イ）日本語ばかりでなく広く言語に対して深い関心と鋭い言語感覚

　　を有していること。



（ウ）国際的な活動を行う教育者として，豊かな国際的感覚と人間性

　　を備えていること。

（エ）日本語教育の専門家として，自らの職業の専門性とその意義に

　　ついての自覚と情熱を有すること。

　イ　日本語教員の専門的能力について

　次に，日本語教育の専門家として，個々の学習者の学習過程を理解

し，学習者に応じた適切な教育内容・方法を判断し，それに対応した

効果的な教育を行うための，次のような能力を有していることが大切

である。

（ア）言語に関する知識・能力

　　　外国語や学習者の母語（第一言語）に関する知識，対照言語学

　　的視点からの日本語の構造に関する知識，そして言語使用や言語

　　発達及び言語の習得過程等に関する知識があり，それらの知識を

　　活用する能力を有すること。

（イ）日本語の教授に関する知識・能力

　　　過去の研究成果や経験等を踏まえた上で，教育課程の編成，授

　　業や教材等を分析する能力があり，それらの総合的知識と経験を

　　教育現場で実際に活用・伝達できる能力を有すること。

（ウ）その他日本語教育の背景をなす事項についての知識・能力

　　　日本と諸外国の教育制度や歴史・文化事情に関する知識や，学

　　習者のニーズに関する的確な把握・分析能力を有すること。



　②　新たに示す教育内容

　　　ア  新たに示す教育内容とコミュニケーションとの関係

　日本語教育とは，広い意味で，コミュニケーションそのものであり，

教授者と学習者とが固定的な関係でなく，相互に学び，教え合う実際

的なコミュニケーション活動と考えられる。また，このような包括的

概念としてのコミュニケーションは，今回新たに示す教育内容のすべ

てに共通しその根底をなすものであり，教育内容の基本となるもので

ある。そこで，その核となるコミュニケーションと，新たに示す教育

内容を構成する諸領域・区分との関係を表すと次のようになる。

　新たに示す教育内容の領域は，「社会・文化に関わる領域」「教育

に関わる領域」「言語に関わる領域」の３つの領域からなり，それぞ

れはあえて明確な線引きは行わず，段階的に緩やかな関係ととらえ，

また優先順位を設けず，いずれも等価と位置付ける。さらに，その領

域の区分として，「社会・文化・地域」，「言語と社会」，「言語と

心理」，「言語と教育」，「言語」の５つの区分を設ける。

　　　　新たに示す教育内容の領域・区分とコミュ

コミュニケーション

言語と社会

社会・文
化・地域

教
関
領

言
関
領

社会・文化に
関わる領域

言  語 言

言語と心理
育に
わる
域

語に
わる
域

ニケーションとの関係図

語と教育



　　イ  日本語教員養成において必要とされる教育内容

前述したような資質や専門的能力を有する日本語教員の養成を目指

し，本協力者会議において提示する日本語教員養成において必要とさ

れる教育内容は，次のとおりである。

   　  （以　下　別　添）



　　　　　　　　　　　　　   　  　 　　　 　日本語教員養成において必要とされる教育内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   別  添

  領 域           区　　　　　　分           　　　 内　　　　　  容    　　　　　　　キーワード

 世界と日本 歴史/文化/文明/社会/教育/哲学/国際関係/日本事情/日本文学
……

世界史/日本史/文学/芸術/教育制度/政治/経済/貿易外交/人口動態/労働政策/
日本的経営/グローバルスタンダード/社会習慣/時事問題……

 異文化接触 国際協力/文化交流/留学生政策/移民・難民政策/研修生受入
政策/外国人児童生徒/帰国児童生徒/地域協力/精神衛生……

国際機関/技術移転/出入国管理/外国人就労/共生社会/難民条約/子どもの権
利条約/国籍/少数民族/異文化適応/カウンセリング/ODA/NGO/NPO……

　社会・
  文化・
  地域

 日本語教育の歴史と現状 日本語教育史/言語政策/教員養成/学習者の多様化/教育哲学/
学習者の推移/日本語試験/各国語試験/世界各地域の日本語教
育事情/日本各地域の日本語教育事情……

第二次世界大戦/国際共通語/日本語教員養成講座/留学生/就学生/技術研修生
/中国帰国者/難民/出入国管理及び難民認定法（入管法）/地域の日本語教育/
日本語教育能力検定試験/日本語能力試験/ｼﾞｪﾄﾛﾋﾞｼﾞﾈｽ日本語能力テスト
/ACTFL/TOEFL/TOEIC/英検……

 言語と社会の関係 ことばと文化/社会言語学/社会文化能力/言語接触/言語管理/
言語政策/言語社会学/教育哲学/教育社会学/教育制度……

世界観/宗教観/法意識/自己概念/個人主義/集団主義/公用語/方言/言語生活/
外国語・第二言語教育/ピジン・クレオール/ダイグロシア/二言語併用……

 言語使用と社会 言語変種/ジェンダー差・世代差/地域言語/待遇・ポライトネ
ス/言語・非言語行動/コミュニケーション・ストラテジー/地
域生活関連情報……

語用論ﾙｰﾙ/ウチ・ソト/やりもらい/会話のﾙｰﾙ/ﾒﾀ言語/沈黙/意志決定/交渉/根
回し/稟議/時間・空間意識/ﾎﾝﾈとﾀﾃﾏｴ/人称代名詞・親族名称・呼称/メタフ
ァー/発話行為(依頼・言い訳・感謝・約束・謝罪等)/指標/終助詞……

  言  語
　　と
　社  会

 異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと社会 異文化受容・適応/言語・文化相対主義/自文化（自民族）中
心主義/アイデンティティ/多文化主義/異文化間ﾄﾚﾗﾝｽ/言語ｲ
ﾃﾞｵﾛｷﾞｰ/言語選択……

意味付け/コードスイッチング/翻訳/通訳/バイカルチャリズム/ｴｽﾉﾘﾝｷﾞｽﾃｨｯｸ
･ﾊﾞｲﾀﾘﾃｨ(ethnolinguistic vitality)/ｲｸｲﾃｨ(equity)/共生/コンテキスト/異文化交渉
/国際協力……

 言語理解の過程 言語理解/談話理解/予測・推測能力/記憶/視点/言語学習…… 記憶（ｴﾋﾟｿ-ﾄﾞ記憶・意味記憶）/スキーマ/トップダウン・ボトムアップ・
処理/推論……

 言語習得・発達 幼児言語/習得過程（第一言語・第二言語）/中間言語/言語喪
失/バイリンガリズム/学習過程/学習者ﾀｲﾌﾟ/学習ｽﾄﾗﾃｼﾞｰ……

第一言語・第二言語/相互依存仮説/帰納的・演繹的学習法/言語転移/意味ﾌｨ
ﾙﾀｰ/発達障害/学習障害（LD）/言語病理/沈黙期……

  言  語
    と
  心  理

 異文化理解と心理 異文化間心理学/社会的ｽｷﾙ/集団主義/教育心理/日本語の学習
・教育の情意的側面……

カルチャーショック/文化摩擦/判断停止（ｴﾎﾟｹｰ)/文化化/異文化ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ/自
己開示……

 言語教育法・実習 実践的知識/実践的能力/自己点検能力/カリキュラム/コース
デザイン/教室活動/教授法/評価法/学習者情報/教育実習/教育
環境/地域別・年齢別日本語教育法/教育情報/ニーズ分析/誤
用分析/教材分析・開発……

教室研究(ｸﾗｽﾙｰﾑﾘｻｰﾁ)/アクションリサーチ/グループダイナミクス/ドラマ/
ロールプレイ/スピーチ/ディベート/ディスカッション/多言語・多文化/イン
タラクション/教師の自己研修（ﾃｨｰﾁｬｰ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ）/コミュニケーショ
ン・テスト/アセスメント/ポートフォリオ/シラバス/レディネス……

 異文化間教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育 異文化間教育/多文化教育/国際・比較教育/国際理解教育/ｺﾐｭ
ﾆｹｰｼｮﾝ教育/スピーチ・コミュニケーション/異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ訓練/開発ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ/異文化ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ/異文化心理/教育心理/
言語間対照/学習者の権利……

異文化ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ/母語保持/エンパワメント/加算・減算的ﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾘｽﾞﾑ/言語転
移/相互学習/体験学習/ｲﾏｰｼﾞｮﾝ教育/クリティカル・インシデント（危機事
例）/カルチャー・アシミレータ/判断停止(ｴﾎﾟｹｰ)/ファシリテータ……

  言  語
    と
　教  育

 言語教育と情報 教材開発/教材選択/教育工学/ｼｽﾃﾑ工学/統計処理/メディア・
リテラシー/情報ﾘﾃﾗｼｰ/マルチメディア……

教材/教具/メディア/コンテンツ/ネットワーキング/視聴覚情報/言語ｺｰﾊﾟｽ
/CAI・CALL・CMI/衛星通信/ファシリテータ/知的所有権/著作権……

 言語の構造一般 一般言語学/世界の諸言語/言語の類型/音声的類型/形態（語
彙）的類型/統語的類型/意味論的類型/語用論的類型/音声と
文法……

語族/SOV・SVO言語/ﾓｰﾗ言語/膠着語/高文脈/相対敬語/発話行為/ポライト
ネス/ﾊﾟﾗ言語/非言語/表音・表意文字/タイポロジー……

 日本語の構造 日本語の系統/日本語の構造/音韻体系/形態・語彙体系/文法
体系/意味体系/語用論的規範/表記/日本語史……

南方・北方説/音素/アクセント/イントネーション/形態素/語構成/文節/品詞
分類/文法/命題/モダリティ/文章談話構造/語用論的機能/発話行為/位相/待遇
表現/方言/性差……

 言語研究 理論言語学/応用言語学/情報学/社会言語学/心理言語学/認知
言語学/言語地理学/対照言語学/計量言語学/歴史言語学/ｺﾐｭﾆｹ
-ｼｮﾝ学……

調査・分析法/リサーチ・ツール/リサーチ・クエスチョン/論文作成法/発表
形態/学会……

 コ

 ミ

 ュ

 ニ

 ケ

 ｜

 シ

 ョ

 ン

 社会・文
 化・地域
 に関わる
 領域

 教育に関
 わる領域

 言語に関
 わる領域

  言　語

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 受容・理解能力/表出能力/言語運用能力/談話構成能力/議論
能力/社会文化能力/対人関係能力/異文化調整能力……

４技能/葛藤処理（管理）/プレゼンテーション/対人関係構築・維持/関係修
復/判断停止(ｴﾎﾟｹｰ)/日本語能力/外国語能力……



 （備考）  １　領域：コミュニケーションを核として，「社会・文化に関わる領域」，「教育に関わる領域」，「言語に関わる領域」の３つの領域からなり，それぞれはあえて明確な線引きは行わず，段
                   階的に緩やかな関係ととらえ，また優先順位を設けず，いずれも等価と位置付ける。
          ２　区分：上記３領域の区分として，「社会・文化・地域」，「言語と社会」，「言語と心理」，「言語と教育」，「言語」の５区分を設ける。また，各々の下位の区分として，３～４区分を
                   設定し，教育内容の位置付けや，日本語教員養成課程等で具体的に開設される科目等との対応付けを行うための目安とした。
          ３　内容・キーワード：下位の区分として16区分を設け，各々に，日本語教員養成において必要とされる教育内容を記述した。また，各々の教育内容について具体的な教育細目をイメージしや
                   すくするため，キーワードを設定した。なお，内容及びキーワードは，大学・日本語教育施設等での日本語教員養成課程において開設される科目等とのマッチングを行う際の目安と
                   して記述したものであり，教員養成における教育課程編成に際して，教育内容の諸項目を網羅的に行うことを前提としたものではない。
          ４　その他：想定される教育課程編成の例（参考）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想定される教育課程編成の例（大学学部　その１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考）
                                                                                                  ＊印：教免（教科に関する科目）

　　　　　　　　　　　　　　　大学学部　　　日本語教育専攻
 領　　域 　　　　　　区　　　分 自由

科目
基礎
科目

共通
科目

 課程共通科目 　専攻必修科目   専攻選択科目（Ａ） 　専攻選択科目（Ｂ）

 世界と日本  現代世界論
 文化比較論

＊日本文学概論，演習
＊日本文学史１，２

教育開発と教育協力
＊中国文学概論

 異文化接触  国際教育論
  社会・
  文化・
　地域

 日本語教育の歴史と現状
＊日本語史１
＊日本語史２
言語教育の課題（政策）

在日外国人教育
留学生教育
海外帰国子女教育論

 言語と社会の関係  社会と文化の理論 メディアと多文化社会
 言語使用と社会 社会言語学 異文化理解とジェンダ－

　言語と
  社会

 異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと社会  他者と異文化
 言語理解の過程  日本語の理解と誤解
 言語習得・発達 心理言語学 文化間移動と認知発達

  言語と
  心理

 異文化理解と心理

 言語教育法・実習
日本語教育概論
日本語教育方法論

日本語教育法演習
日本語教育実習１
日本語教育実習２

 異文化間教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育 異文化間教育学
  言語と
　教育

 言語教育と情報  情
日本語教育工学１，２
評価測定法
教材開発論，計量言語学

 言語の構造一般 言語学概論１
言語学概論２

対照言語学
言語学特論

 日本語の構造

＊現代日本語学概論１
＊現代日本語学概論２
＊現代日本語学Ａ
＊現代日本語学Ｂ
＊現代日本語学Ｃ

現代日本語学演習Ａ
＊現代日本語学演習Ｂ
＊現代日本語学演習Ｃ
＊日本語文法演習１
＊日本語文法演習２

＊日本文法Ａ，Ｂ
＊国語学概論Ａ，Ｂ
＊国語学演習Ａ，Ｂ
＊漢語語法研究

 言語研究 言語研究法

 コ
 ミ
 ュ
 ニ
 ケ
 ｜
 シ
 ョ
 ン

 社会・文
 化・地域
 に関わる
 領域

 教育に関
 わる領域

 言語に関
 わる領域

  言　語

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力  外  課程共通外国語
 （注１）以上のほか教職科目として，選択科目に「＊児童文学，＊書写２」を開設。（注２）「情」は情報処理関連科目，「外」は外国語科目。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想定される教育課程編成の例（大学学部　その２）

　　　　　　　　　　　　　　　  大学学部　　  　  日本語学科
 領　　域 　　　　　　区　　　分  　　学部共通科目 　   学科必修科目        学科選択必修科目 　　  自由科目

 世界と日本 国際政治学，ＥＵ経済論
地球環境論

日本文化Ａ～Ｄ（文化，文
化史，文学，文学史）

日本文化研究Ｇ，Ｈ（日本文化） 英米文化Ａ～Ｆ
フランス文化Ａ～Ｆ
中国文化Ａ～Ｆ

 異文化接触 応用倫理学 日本語研究Ａ（社会言語学）

  社会・
  文化・
　地域

 日本語教育の歴史と現状 日本語教育事情 日本語研究Ｇ（日本語史）

 言語と社会の関係 倫理学，政治学，経済学，
政治過程論，地球環境論

日本文化Ｅ，Ｆ（宗教・社
会，政治・経済）

日本語研究Ａ（社会言語学）

 言語使用と社会 応用倫理学，人類学
マスコミ論，社会学
日本語表現論

日本語研究Ａ（社会言語学）

　言語と
  社会

 異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと社会 応用倫理学 日本語研究Ａ（社会言語学）
 言語理解の過程 人類学
 言語習得・発達 人類学 日本語研究Ｂ（言語習得論）

  言語と
  心理

 異文化理解と心理 心理学

 言語教育法・実習
日本語教育入門
教授法

日本語教育実習１
日本語教育実習２

 異文化間教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育 比較教育
国際コミュニケーション

  言語と
　教育

 言語教育と情報
情報処理論
情報倫理

コンピュータ実習 コースデザイン・評価
日本文化研究Ｄ～Ｆ（日本語教育）

 言語の構造一般 言語学 言語学

 日本語の構造
日本語学
音声学
日本語表現論

日本語学 日本語研究Ｃ，Ｄ（対照・誤用，
時制・相・法）
日本文化研究Ａ，Ｂ（日本語学）
文法，音韻

 言語研究 音声学 日本語分析 日本語研究Ｅ（文体）
日本語研究Ｆ（話法）

 コ
 ミ
 ュ
 ニ
 ケ
 ｜
 シ
 ョ
 ン

 社会・文
 化・地域
 に関わる
 領域

 教育に関
 わる領域

 言語に関
 わる領域

  言　語

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 日本語（口頭表現，文章表
現，弁論・討論，創作）
英語（会話・作文，購読・
文法，総合演習）

日本文化研究Ｃ（日本語運用）
外国語（フランス語，ドイツ語，
スペイン語，中国語）

　（注１）以上のほか，１年次に，共通ゼミナールを必修科目として開設。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想定される教育課程編成の例（大学院研究科・修士課程　その１）

　　　　　　　　　　　　　　　大学院研究科　修士課程
 領　　域 　　　　　　区　　　分

　　　　　　　 自　専　攻 　　　　　　　　　　　　他　専　攻

 世界と日本  比較人間観概論，比較文化論，比較芸術論

 キリスト教伝播論，先端文化思想論，先端映像社会論，前衛芸術論，
 現代文化思想分析演習，現代先端文化分析演習，現代中南米社会文
 化論，アメリカ環境思想論，漢民族文化論，地域言語文化特殊講義
 Ⅱ，現代ヨーロッパ文化表象論，神秘思想論，現代ヨーロッパ文化
 芸術論，比較言語文化特殊講義Ⅱ

 異文化接触
 主体形成論，文化摩擦現象分析演習，多文化社会思想論，多元文化
 表象論，文化様式分析演習，国際言語文化特殊講義Ⅱ，比較言語文
 化特殊講義Ⅰ

　社会・
　文化・
  地域

 日本語教育の歴史と現状

 言語と社会の関係  言語文化学原論，言語文化学方法論
 多元文化表現論，中南米言語表現論演習，現代英語文化表現論演習，
 現代英語表現論演習，現代フランス文化表現論演習，現代ドイツ文
 化表現論演習

 言語使用と社会  言語運用論

　言語と
  社会

 異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと社会  言語文化学交流論
 言語理解の過程
 言語習得・発達

　言語と
　心理

 異文化理解と心理  民族意識論，地域言語文化特殊講義Ⅰ

 言語教育法・実習
 日本語教育学原論，日本語教授法及び実習，
 対照表現論演習Ⅱ，日本語教授法特殊講義
 Ⅰ，日本語教授法特殊講義Ⅱ

 現代英語教育論演習

 異文化間教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育  国際言語文化特殊講義Ⅰ

  言語と
  教育

 言語教育と情報  日本語教育評価論
 言語の構造一般
 日本語の構造  日本語教育文法論，日本語音声学，

 現代日本語学概論，日本語談話分析論

 言語研究
 応用言語学概論，対照言語学，言語記号論，
 応用言語科学特殊講義Ⅰ，応用言語科学特
 殊講義Ⅱ

 コ
 ミ
 ュ
 ニ
 ケ
 ｜
 シ
 ョ
 ン

 社会・文
 化・地域
 に関わる
 領域

 教育に関
 わる領域

 言語に関
 わる領域

  言　語

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力  対照表現論演習Ⅰ  現代中国語表現論演習，中国語表現論，現代ロシア語表現論演習



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想定される教育課程編成の例（大学院研究科・修士課程　その２）

 領　　域 　　　　　　区　　　分                               大学院研究科　修士課程

 世界と日本

 文明批判論，文化変容論１，国際協力論，国際法，比較日本研究，文化変容論２，人権論，比較文芸・思想１，比
 較文芸・思想２，比較文芸・思想３，比較文芸・思想４，世界観論１，世界観論２，文化と政治，文化施設経営論
 Ⅰ・美術館・博物館，文化空間論Ⅰ・技術・遊技・飲食施設，文化形態論Ⅰ・メディア論，文化形態論Ⅱ・コピー
 論，文化施設経営論Ⅱ・公共文化施設，文化空間論Ⅱ・生活環境・技術・流行，文化保存再生論，対照言語文化論
 ２・文芸表現，対照言語文化論３・史的表現，対照言語文化論６・文芸表現，対照言語文化論７・史的表現

 異文化接触  多文化社会論

  社会・
　文化・
　地域

 日本語教育の歴史と現状
 言語と社会の関係  言語多文化論，言語政治学Ⅱ・言語管理論
 言語使用と社会

  言語と
  社会

 異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと社会  境界論３・マイノリティ
 言語理解の過程
 言語習得・発達　言語と

  心理  異文化理解と心理  境界論１・ジェンダー，境界論２・アイデンティティ，境界論４・皮膚論，文化と経済１・欲望論，文化と経済２
 ・広告論，文化と経済３・身体感覚論，文化と経済４・消費論，文化と経済５・メセナ論

 言語教育法・実習  言語教育政治学２・日本語教育学１，言語教育政治学３・日本語教育学２，言語教育政治学４・日本語教育集中演
 習１，言語教育政治学６・日本語教育集中演習２，言語教育政治学５・日本語教育学３

 異文化間教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育  言語政治学Ⅰ・表象表現論，言語教育政治学１・多文化言語教育論，言語政治学４・リテラシー・ディスコース論
  言語と
  教育

 言語教育と情報
 言語の構造一般  文化形態論３・文字論，対照言語文化論１・言語構造，対照言語文化論４・音声表現，対照言語文化論５・言語構

 造
 日本語の構造
 言語研究

 コ
 ミ
 ュ
 ニ
 ケ
 ｜
 シ
 ョ
 ン

 社会・文
 化・地域
 に関わる
 領域

 教育に関
 わる領域

 言語に関
 わる領域   言　語

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力  言語政治学Ⅰ・表象表現論，言語政治学３・翻訳通訳論



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想定される教育課程編成の例（日本語教育施設）

                           　　　　　　 日本語教員養成講座
 領　　域 　　　　　　区　　　分

           　　　　理　　　論    　　　　　　　　実技・実習

 世界と日本  日本語学概論，異文化理解

 異文化接触
　社会・
　文化・
　地域

 日本語教育の歴史と現状  日本語教育事情，日本語教育史， 日本語学史

 言語と社会の関係  社会言語学

 言語使用と社会  言語の変種
　言語と
　社会

 異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと社会  多言語社会

 言語理解の過程

 言語習得・発達  子供の言語獲得
　言語と
　心理

 異文化理解と心理

 言語教育法・実習  外国語教授法，評価法，指導法，教材教具論，
 コースデザイン，文字・表記

 実技・実習

 異文化間教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育  聞く・話す
  言語と
  教育

 言語教育と情報  教材開発

 言語の構造一般  音声学，言語学の基礎

 日本語の構造  日本語文法，文章・談話，語彙論，意味論，日本語史

 言語研究  対照言語学，類似語分析

 コ
 ミ
 ュ
 ニ
 ケ
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 シ
 ョ
 ン

 社会・文
 化・地域
 に関わる
 領域

 教育に関
 わる領域

 言語に関
 わる領域

  言　語

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力  レポート作成



Ⅱ　日本語教育能力検定試験について

１　日本語教育能力検定試験の現状と課題

（１）日本語教育能力検定試験の現状について

　日本語教育能力検定試験は，日本語教員の専門性の確立と日本語教育の

水準の向上，日本語教員の待遇の改善を図ることを目的に，日本語教員の

知識・能力を判定するものとして，（財）日本国際教育協会によって実施

されている。

　昭和６２年度（昭和６３年１月）の第１回試験以来，毎年１，０００人

前後が合格しており，平成１１年度までの合格者総数は１３，８１４人に

達する。これにより，試験創設時において課題とされていた最低限必要な

日本語教育専門家を確保することについては，量的には達成しつつあると

言える。

　また，日本語教育能力検定試験は，日本語教員を目指す人たちの学習到

達目標として活用されている実態があるとともに，日本語教育施設に教員

として採用されるための条件とされることが多く，日本語教育施設におけ

る教育水準を高める上において大きな役割を果たしてきた。

（２）日本語教育能力検定試験の課題について

①　日本語教育能力検定試験の大臣認定について

　日本語教育能力検定試験は，第１回試験以来，「日本語教育に係る知

識・能力審査事業の認定について」（昭和６２年８月２６日文部大臣裁

定）に基づき，日本語教育に係る専門的知識・能力の水準についての審

査及び証明を行う事業のうち奨励すべきものとして文部大臣により認定

されている。

　一方，このような公益法人が行う事業に対する所管庁の推薦・認定等



の行為については，平成８年９月２０日に閣議決定された「公益法人に

対する検査等の委託等に関する基準」（以下「公益法人基準」とい

う。）において，「各官庁が，特に公益法人が独自に行っている検査等

の推薦・認定等を行う必要がある場合，以下の要件がすべて整っている

ことを要するものとする」として「（１）推薦等が法令に基づくもので

あること」のほか全６項目をあげ，それについて必要な措置が平成１２

年度末までに講じられなければならないものとしている。

　このため，制度の根拠が省令以上の規程に基づくものではない日本語

教育能力検定試験に対する文部大臣認定の扱いをはじめ，同試験の実施

形態について，早急に検討することが必要になっている。

②　日本語教育能力検定試験の内容等について

　日本語教育能力検定試験の内容については，出題範囲や試験方法が日

本語教育に関する知識を測ることに偏重しているのではないかと指摘さ

れている。特に，出題範囲にあげられている主要項目の各事項ごとの先

端的・断片的な知識問題に対して短い時間で効率的に答えていく受験能

力が必要とされていることや，日本語教育に必要な実践的な教育能力に

ついて十分に測ることができないなどの問題が言われている。

　また，日本語教育能力検定試験は，大学学部の日本語教員養成副専攻

課程修了者のレベルを想定した一種類の試験となっているが，日本語教

員がより専門的な能力を必要とする教育の場で活躍するためには，現在

の検定試験の合格レベル程度での知識や能力だけでは十分に対応できな

いという問題も指摘されている。

　もとより，日本語教育能力検定試験の出題範囲は前述の日本語教員養

成における「標準的な教育内容」と対応するものであり，「標準的な教



育内容」の見直しが行われる中で，検定試験の内容等についても幅広い

観点から見直していくことが必要とされている。

２　日本語教育能力検定試験の今後の在り方

（１）日本語教育能力検定試験の継続について

　日本語教育能力検定試験に対する現在の文部大臣認定については，大臣

認定を行う制度の根拠が省令以上の規程に基づくものではなく，「公益法

人基準」において期限とされている平成１２年度末をもって廃止されるこ

とになる。

　しかし，日本語教育能力検定試験自体については，この試験が，専門性

を有する日本語教育専門家の確保と日本語教育の水準の向上のため大きな

役割を果たしているところであり，日本語教育関係者の間においても存続

を希望する意見が圧倒的に多い。このような状況を踏まえたとき，検定試

験そのものについては，今後も継続されるべきものである。

　なお，継続するに当たっては，検定試験の実施が日本語教育界全体に大

きく寄与している実状を踏まえ，今後とも信頼性の高い試験として実施さ

れるよう，実施団体，日本語教育関係者及び関係団体等の積極的な連携・

協力が望まれる。

（２）日本語教育能力検定試験の内容等の改善方向について

①　日本語教育能力検定試験の出題範囲について

　　日本語教育能力検定試験の出題範囲については，昭和６０年の「標準

的な教育内容」に基本的に準拠してきたが，今回日本語教員養成におい

て必要とされる教育内容が見直されることにより，これに対応した形で

出題範囲についても見直しが行われる必要がある。また，出題範囲の見



直しを行うに当たっては，前述指摘したような設問の立て方に関しても，

より受験者の能力を適正に判定できるよう改善を図っていくことが必要

である。

②　日本語教育能力検定試験のレベルについて

　日本語教育能力検定試験のレベルについて，特に検討が必要とされる

のは，現在大学学部の日本語教員養成副専攻課程修了者を想定したレベ

ルとなっているものを，より高いレベル設定に変えること，又は現在の

レベルとは別に一段高いレベルの試験を新たに設けることであると考え

る。

　この問題は，日本語教育能力検定試験の合格者に何を期待するかとい

うことと関わるものである。合格者には日本語教員として最低限必要な

専門的知識・能力を期待しているのが現行のレベル設定であると言える

が，日本語教員の活躍の場が多様化し，より高い知識・能力が求められ

る場が拡大している現在，合格者がより高い専門性を有することを担保

する試験の在り方も必要ではないかと考えられる。特に，海外における

日本語学習者が急増している状況の中で，海外の教育機関においての教

員採用に当たって，日本語教育能力検定試験に合格していることが信頼

性ある資格として通用するようなレベル設定の必要性も高まっている。

　その一方で，高い能力を必要とする専門家以外に，日本語教育の世界

に幅広い人々の参加を得るためには，現行の試験レベルを高めることは

それらの人々の目標を失わせるものであり，適切ではないという考えも

ある。

　このように多角的な検討を要する日本語教育能力検定試験のレベル設

定の問題については，実施形態等の検討とあわせて，日本語教育関係者



及び関係団体を交えて検討に着手する必要があると考える。
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１　国内の日本語教育の概要

平成１０年１１月１日現在

機関・施設数 教 員 数 学 習 者 数

大 学 院 36 214 1,284

大   学 479 3,012 17,103

短 期 大 学 90 287 988

高 等 専 門 学 校 56 140 342

661 3,653 19,717

931 16,040 63,369

1,592 19,693 83,086

大学等の
研究科･
学部等

一般の日本語教育実施機関・施設

合　　　　　　計

　　　　　　小　　計
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8,329 9,671
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２　海外の日本語教育の概要

1979年 1984年 1988年 1990年 1993年 1998年

日本語教育機関数（機関） 1,145 2,620 3,096 3,917 6,800 9,839

日本語教師数（人） 4,097 7,217 8,930 13,214 21,034 27,428

日本語学習者数（人） 127,167 584,934 733,802 981,407 1,623,455 2,091,759

（注）国際交流基金調べ，1998年の調査は平成１１年５月現在の仮集計値
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平成１０年１１月１日現在

機関・施設数 教 員 数 受 講 者 数

大 学 院 25 204 808

大   学 155 1,245 17,048

短 期 大 学 37 117 2,765

高 等 専 門 学 校 0 0 0

217 1,566 20,621

167 1,286 8,668

384 2,852 29,289

３　国内の日本語教員養成の概要

大学等の
研究科･
学部等

一般の日本語教員養成実施機関・施設

合　　　　　　計

　　　　　　小　　計
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４　日本語教員養成のための標準的な教育内容

　　大学の学部

　(日本語教育)
 大学院修士課程

　　　　 区　　　　　分
一般の日本語

教員養成機関

 副専攻  主専攻   Aｺｰｽ   Bｺｰｽ

    科目名例示

１－（１）
 日本語の構造に関する
 体系的，具体的な知識

 　150 時間 10単位 18単位  4 単位 11単位
日本語学(概論，音声，
語彙・意味，文法・文
体，文字・表記)

１－（２）
 日本人の言語生活等に
 関する知識・能力

    30 時間  2単位  4単位
言語生活，日本語史

２ 日本事情     15 時間  1単位  4単位

 4単位  2単位

日本事情

３ 言語学的知識・能力     60 時間  4単位  8単位  7単位  5単位
言語学概論，社会言語
学，対照言語学，日本
語史

   日本語の教授に関す
４
   る知識・能力

   165 時間  9単位 11単位  9単位 10単位
日本語教授法，日本語
教育教材，教具論評価
法，実習

  　合　　　　　計    420 時間 26単位 45単位 24単位 28単位

（備　考）
　１　上記の知識・能力の他に表現・理解力等の日本語能力，外国語に関する知識・能力，世界
　　の諸地域に関する知識の習得を図る必要がある。なお，日本事情には学習者の背景により古
　　典及び文芸を含み得る。
　２　大学院修士課程のＡコースは，大学の学部における日本教員養成の主専攻を修了した者を，
　　Ｂコースはそれ以外の者を対象としている。
　３　一般の日本語教員養成機関の授業時数は，大学の学部における副専攻課程の１単位を15
　　時間とし，実習については45時間として算出したものである。

５　国内において必要となる日本語教員の試算

　　　　　区　　　　　分 　 昭和58年(実数) 　 昭和67(平成4)年 　 昭和75(平成12)年

留学生を対象とする教員    １，０００人    ４，３００人  １０，６００人

その他（一般成人，技術
研修を目的とする者等）
を対象とする教員

   １，２００人    ４，４００人  １４，３００人

   合　　　　　　計    ２，２００人    ８，７００人  ２４，９００人

（備　考）
　１　留学生を対象とする日本語教員については，「21世紀への留学生政策の展開について」に
　　おける想定数である。
　２　その他（一般成人，技術研修を目的とする者等）を対象とする教員については，日本語教
　　員一人当たり日本語学習者数の昭和54年から昭和58年までの平均によって試算した。
　３　なお，昭和58年の場合，日本語教員の約３割が専任教員で，その他は兼任又は非常勤で
　　ある。

（注）　４及び５は，「日本語教員の養成等について」（昭和60年5月 文部省日本語教育施策の推進に　　

　　　関する調査研究会報告）による。



６　日本語教育能力検定試験の概要
　　　

  ２　日本語教育能力検定試験の受験者数等の推移

区  分 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 平成11年

応募者数 6,367 7,815 8,723 8,673 8,282 7,614 7,755 7,624 6,906 7,526

受験者数 5,143 6,224 6,846 6,792 6,153 5,911 5,986 5,824 5,272 5,729

合格者数 908 1,153 1,272 1,224 1,125 1,107 1,088 1,077 1,008 1,091

合格率 17.66% 18.53% 18.58% 18.02% 18.28% 18.73% 18.18% 18.49% 19.12% 19.04%

（注）（財）日本国際教育協会調べ

　外国人に日本語を教える日本語教員の専門性の確立と日本語教育の水準の向上に資するため，日

本語教員となるために学習している者，日本語教員として教育に携わる者達等を対象として，その

知識及び能力が日本語教育の専門家として必要とされる水準に達しているかどうかを審査し，これ

を証明することを目的として財団法人日本国際教育協会を通じて実施している。

　１　平成１１年度実施実績

　　　・受験資格　　学歴は問わない。但し，受験年度の４月１日における年齢が満２０歳以

                    上であること。

　　　・受験レベル　試験の内容・水準は，日本語教員として最低限必要な専門的知識・能力

　　　　　　　　　　を修得させることを目的とする大学の学部における日本語教員養成副専

　　　　　　　　　　攻課程と同等程度とする。

　　　・試験期日　　平成１２年１月２３日（日）

　　　・試験会場　　札幌地区：北海学園大学豊平校舎

　　　　　　　　　　東京地区：中央大学多摩キャンパス，明海大学浦安キャンパス

　　　　　　　　　　近畿地区：大阪大学豊中地区，神戸大学国際文化学部キャンパス

　　　　　　　　　　九州地区：九州大学六本松キャンパス

　　　・試験結果　　合否の結果は，平成１２年３月１６日に受験者全員に文書をもって通知

                    するとともに，合格者には合格証書を交付する。

6,367

7,815

8,723 8,673
8,282

7,614 7,755 7,624

6,906

7,526

908
1,153 1,272 1,224 1,125 1,107 1,088 1,077 1,008

5,729
5,272

5,8245,9865,911

6,7926,846
6,224

5,143

6,153

1,091

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 平成11年

応募者数

受験者数

合格者数

人



３　出 題 範 囲
　　次のとおりとする。ただし全範囲にわたって出題されるとは限らない。

             領　　域                  主　要　項　目

1-1　日本語の構造に関する体系的、
     具体的な知識
         日本語学
             概論

　　　　     音声

　　　　     語彙・意味
               語彙

               意味

             文法・文体

1.世界の中の日本語
2.日本語の特質
　  音声、語彙・意味、文法・文体、文字・表記、
　  言語生活等について
 (1)対照言語学的に見た特質
 (2)社会言語学的に見た特質

1.音声器官と発音
　　名称と機能
　　調音法、調音点、調音者
2.単音レベル
　　音素と異音
　　異音の分布
　　音素記号と音声記号
　　母音の分類
　　半母音
　　子音の分類
　　五十音図とその拡大表
3.音節レベル
　　音節構造
　　音節（拍）
    特殊音節
4.単語レベル
　　母音の無声化、その他環境による音声変化
　　アクセントの感覚・規則・表記
　　縮約形など、話し言葉の語形
5.文レベル・談話レベル
　　イントネーション
　　プロミネンス（卓立）
　　ポーズ
　　速さ

1.基本語彙と基礎語彙
2.語彙の類別
　　使用者別・場面別・語種別・言語活動別・
　　分野別・音声的特徴別・文法的機能別等
3.語構成
4.辞書

1.語の意味
2.句の意味
3.文の意味
4.文章・談話の意味

1.語・文節のレベル
 (1)品詞
　　名詞、動詞、形容詞、副詞、（助詞、助動詞、
　　複合助辞、その他）
 (2)活用などの変化形式とその用法
　　名詞、動詞、形容詞
 (3)文節の構成
2.文のレベル
 (1)文の種類
 (2)文の成分
 (3)単文の構成
 (4)複文の構成
 (5)構文と意味



             領　　域                  主　要　項　目

             文字・表記

1-2　その他日本語に関する知識
             言語生活

             日本語史

2　日本事情（古典と文芸を含む。）

3　言語学的知識・能力
　　　　　　 言語学概論

　　　　　　 社会言語学

3.文章・談話のレベル
 (1)旧情報、新情報等
 (2)話者の視点
 (3)話法
 (4)文章・談話における文の選択
4.言語生活と文体
 (1)敬体と常体
 (2)書き言葉、話し言葉
 (3)男性語、女性語
 (4)地域語と共通語
 (5)フォーマル、インフォーマル

1.文字・記号の種類
2.文字・記号の使い方
 (1)漢字仮名まじり文
 (2)仮名遣い
 (3)送り仮名
 (4)外来語の表記
 (5)漢字の書き方
 (6)漢字の読み方
 (7)記号の使い方
 (8)辞書の使い方
3.文字表記の選択
4.文章の表記

1.コミュニケーション
 (1)パーソナル・コミュニケーションの場面、条件、
　　様式、媒体等
 (2)マス・コミュニケーションの形態、媒体等
2.技能
 (1)聞く
 (2)話す
 (3)読む
 (4)書く
3.第二言語としての言語生活
 (1)母語による言語生活との比較
 (2)バイリンガリズム・マルチリンガリズム

1.古代語と近・現代語
2.近・現代語の成立
 (1)近代語
 (2)現代語

1.日本の歴史・地理
 (1)日本の歴史
 (2)日本の地理
2.現代日本事情
 (1)現代日本の政治・社会
 (2)現代日本の文化

1.言語の本質
2.言語能力と言語運用
3.言語の普遍性と個別性（類型論を含む。）
4.言語学と関連領域
5.世界の言語
6.各論
 (1)文法論
 (2)意味論
 (3)音韻論
 (4)語彙論
 (5)文字・表記論

1.言語変種
 (1)階層言語
 (2)地域言語
 (3)言語変化



             領　　域                  主　要　項　目

　　　　　　 対照言語学

　　　　　　 日本語学史・日本語
             教育史

4. 日本語の教授に関する知識・
　 能力
　　　　　　 教授法

　　　　　　 教育教材・教具論

　　　　　　 評価法

　　　　　　 実習

2.場面と言語
 (1)敬語と非敬語
 (2)男性語、女性語
 (3)フォーマル、インフォーマル
3.媒体
 (1)手紙、電話、書き言葉と話し言葉
 (2)マス・コミュニケーション、パーソナル
　　コミュニケーション
4.言語使用・言語生活
5.言語政策・言語教育

1.比較言語学・歴史言語学と対照言語学
2.言語体系と運用の対照
　　音声、語彙・意味、文法・文体、文字・表記
　　言語生活等について
 (1)類似点と相異点
 (2)母語の干渉、誤用分析
3.言語行動・言語生活の対照

1.日本語学史
 (1)明治以前の研究の概略
 (2)明治以後の研究の概略
2.日本語教育史
 (1)戦前の教育史の概略
 (2)戦後の教育史
 (3)日本語教育と国語教育

 1.日本語教育の目的・方法
 2.言語教育と言語研究の関心（心理言語学的観点
 　を含む。）
 3.外国語教授法
 4.日本語教育の基本語彙・基本漢字・基本文型
 5.習得過程
 6.指導手順・カリキュラム作成
 7.練習指導技術
 8.技能別指導法
 9.対象別・母語別指導法
10.能力差・クラスサイズに対応する教授法
11.学習段階による指導法
12.添削技術

 1.教材教具概論
  (1)目的
  (2)期間
  (3)場面
  (4)レディネス
  (5)カリキュラム
 2.教材の具体的使用法
  (1)教材
  (2)教育条件
  (3)環境
 3.教育機器・教具

 1.評価の対象
 2.評価の目的と効果
 3.テストの作り方
 4.評価の方法
 5.結果の分析

 1.コース・デザイン
 2.教案作成と教材選定
  (1)教壇実習に備えての教案作成
  (2)具体的指導案の作成



               日本語教員の養成に関する調査研究実施要項

                                                    文 化 庁 次 長 裁 定                   

                                                    平成１１年７月５日

１　趣　旨

　日本語学習者層の広がりや日本語学習の場の多様化に伴い，日本語教員の

資質向上とその養成に関し一層の改善を図るため，現在の日本語教員養成を

めぐる諸課題を踏まえ，今後の日本語教員の養成に関する調査研究を行う。

２　調査研究事項

（１）日本語教員養成方策の改善について

（２）日本語教育能力検定試験の今後の在り方について

（３）その他必要な事項

３　実施方法

（１）別紙の学識経験者の協力を得て調査研究を行う。

（２）必要に応じ，別紙以外の者に対して協力を求めるほか，関係者の意見を

　　聞くことができる。

４　実施期間

　平成１１年７月５日から平成１２年３月３１日までとする。

５　その他

　この調査研究に関する庶務は，文化庁文化部国語課において処理する。



別　紙

日本語教員の養成に関する調査研究協力者

井出　祥子（日本女子大学教授）

尾崎　明人（名古屋大学教授）

加藤　清方（東京学芸大学教授：留学生センター長）

才田いずみ（東北大学教授）

佐々木倫子（国立国語研究所日本語教育センター日本語教育指導普及部長）

佐治　圭三（京都外国語大学教授：大学日本語教員養成課程研究協議会代表理事）

土岐　　哲（大阪大学教授：国立大学日本語教育研究協議会代表理事）

長友　和彦（お茶の水女子大学教授）

西尾　珪子（社団法人国際日本語普及協会理事長）

○　西原　鈴子（東京女子大学教授）

松本　　茂（東海大学教育研究所教授）

◎　水谷　　修（名古屋外国語大学教授：社団法人日本語教育学会会長）

若林　　元（財団法人日本国際教育協会常務理事）

（注）◎は，座長

　　　○は，座長代理


